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An Analysis of Multiparty Competition Using Exchange Network Theory
Tsuyoshi MIFUNE
This article presents an examination of the logic of strategic behavior in multiparty
competition in Japan using Exchange Network Theory. The Japanese party system had
remained more or less stable from 1955 to 1993. However, the change of the Liberal
Democratic Party (LDP) that took place in 1993 and afterwards engendered instability
of the Japanese party system and has transformed Japanese politics. The first change
was that many political parties split into several factions. The LDP split into three parties
in 1993, thereafter splitting into several factions during 2005-2009. The New Frontier
Party split into two factions in 1996. The Democratic Party of Japan split into two
factions in 2011.
The second change was that parties insisted on only one policy or issue in elections
and have been tenacious in pursuit of bills in committees. Prime Minister Koizumi
strongly insisted only on the reform of Postal Service Privatization in the Diet and in the
election in 2005. The Your Party has been insisting on the reform of national public
officers’ systems. Some Local Parties are insisting on the reform of local government
systems or reduction of taxes.
These changes in party behavior were not common before 1993. These political
actions represent novel strategies for multiparty competition. Results show that actions
of parties are actually rational, although they might appear to be irrational.
1 は じ め に
議会において多数派である政権与党の活動の中心は，自らの法案を成立させることである．
もし，与党が単独で過半数を占めていれば，その強い立場から数にものをいわせて，野党と採
決の合意無く強行採決して法案を成立させることも可能である．他方，議会で少数派となる野
党は法案を提出することは可能でも，それを成立させることは困難である．与党が成立を目指
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す法案に対して，野党はすぐさま賛成することは少なく，多くの場合は廃案を主張したり法案
の修正を迫り，議会内で他の野党と意見を調整して，自己の存在感を主張する．過半数を占め
る多数派与党であっても，法案 1)を強行採決するにはリスクを負う．通常，与党が法案を強
行採決をするような場合，世論も反対意見に傾いている場合も多く，さらに野党の反対にも相
応の言い分は存在する．そのような状況では，多くの有権者は与党の強行採決に対しては懐疑
心を抱くであろう．これは，野党が戦術的に審議拒否をするなどの場合も同じリスクを負うこ
とになる．よって，議会内では法案の成否に対して多数派与党と少数派野党ともに細心の注意
を払い行動するが，政党の目的は議席数を所与の勢力として，山積する法案審議への労力を如
何にして党勢拡大に繫げていくのかということになる．
日本の国会は 55 年体制下では，両院の議院運営委員会と与野党の国会対策委員会で調整さ
れた「法案を巡る競争」が行われていた．しかし，1993 年以降の 55 年体制崩壊とともに安定
した政党間競争は影を潜め，政党分裂にみられる政党制の流動化と，ポピュリズムを背景とし
た争点の単純化や 1つの政策や法案への執着した議論が目立ち，従来はみられなかった競争が
顕在化してきた．本稿では，法案成立過程を巡る政党間競争に現れる政党の戦術の採り方や，
政党分裂や新党結成など，政党の勢力形成を巡る競争論理を単純な数理モデルから解明し，実
際の政治状況をどの程度説明できるのかを探る．
政党間競争の分析方法はデータによる計量モデルおよび演繹的数理モデルがあるが，それら
の大部分は合理的選択理論を基礎とした分析枠組みから行為者の投票による決定を分析してき
た．しかし，争点の単純化や 1つの政策や法案への執着，政党分裂や新党結成を行為者の合理
性だけから説明することには限界もある．議会内には議員や政党を取り巻くみえない力学，つ
まりネットワークによる力学の作用も存在しており，行為者は合理的に行動しているつもり
が，結果的には利得を損ねている場合も見受けられる．合理的選択理論だけでは他者，他党と
の関係を分析視座に十分に取り入れることはできないのである．したがって，議会内における
政党の合理的行動と政党間に作用するネットワークの力学を同時に分析できる方法が必要であ
る．本稿ではそのような方法として，合理的選択理論に基づく交換理論と急速に進展している
ネットワーク分析を融合させた交換ネットワークモデルを用いて，議会における法案審議を巡
る政党間競争の論理を導出する．
2 政党間競争
2.1 政党の目的と活動
政党の究極の目的を何とするのかは，我々の民主主義の理解と密接に関わっている．現代の
自由民主主義政治体制における政党を，理念的民主主義に即して捉えるのであれば，バー
ク 2)の論ずるように「国民の福祉を増進するために結ばれた一団」と理解される．しかし，
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政党をシュンペーター的な民主主義の枠組で捉えれば，それは合理的主体であり，政権獲得が
政党の究極的な目的であり，政策は政権獲得の道具として理解される．しかし，現実の政党は
このように容易に二分できるものではなく，両面性を持っている．政治権力の獲得のために
は，政党は最終的には政府を形成し，立法過程の主導権を握ることが必要であり，政党は自ら
が目的とする政策を実現するために権力獲得を目指す集団として捉えることが適当であろ
う3)．日本の国会に即して考えれば，政党は成立を目指す政策法案のために議会内では法案審
議の駆け引きを議院運営委員会と各委員会で，議会の外では国会対策委員会で演じることにな
る．この駆け引きの背後には，次の選挙で議席を増加させ政権を獲得するために，議会活動を
有権者にアピールする意味も当然ある．そして，最終的に政党は世論の支持を拡大させ，次の
選挙での議席拡大を目指すのである．政党はこれらのような目的を持って議会内で行動し，法
案を巡る議会内での意見調整を通して，自身の意見を審議過程に反映させていくことになる．
当然，議会では，ある政策を実現しようとする政党，その実現を阻もうとする政党が入り乱れ
ることになる．
日本の国会では，政策は次のような過程で法案として形成されていく．⑴議員，内閣による
法案の提出，⑵先議する院での関係委員会への付託，⑶委員会での趣旨説明，質疑，修正，討
論，採決，⑷委員会で採決された法案の先議の院への上程，⑸本会議での当該委員会による経
過と採決結果の報告，質疑，討論，採決，⑹先議が衆議院の場合，可決されれば後議の参議院
へ法案を送付，⑺後議の院での委員会，本会議での採決，⑻後議が参議院の場合で，否決され
た場合は法案に関しては衆議院へ返付して，次のⅰとⅱの何れかの方法を採る．ⅰ両院協議会
を経て衆参両院で可決すれば法案は成立．ⅱ衆議院で出席議員の 3分の 2以上で可決されれば
法案は成立．ただし，予算の議決と条約の承認は，衆議院の議決が優先される 4)．
法案の成否は一般的にこのような経緯を経るが，議会における議席数のバランスや各法案に
対する賛成・反対の状況により，⑵以降の在り方は大きく変化し，野党は法案成立を阻止すべ
く多様な戦術を用い，与党は野党に対して様々な工作で懐柔策をとることになる．曽根，金
指 5)は 55 年体制の国会を念頭において，いくつかの事例を指摘している．
まず，⑵では，野党は反対する重要法案に関しては，本会議の趣旨説明を求め質疑を長時間
にわたって行う．法案は趣旨説明と質疑が終了しなくては，委員会に付託されないことが慣行
となっている．このように国会に提出された法案を委員会に付託しない状態は「つるし」と呼
ばれ，「つるし」となった法案は委員会での審議ができない．この間に先行して委員会で審議
される法案を「枕法案」と呼ぶ．野党は「つるし」法案と「枕法案」により時間を稼ぎ，重要
法案の審議開始を遅らせその不成立を図る．
⑶では，委員会審議が中心となる．委員会の運営は与野党理事の間で行われるのが通常であ
り，委員長権限で議事運営を進めることはない．もし，委員長権限で議事運営を行えば野党側
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の反発を招き，審議中断となり混乱に陥る．したがって，委員長は通常その権限行使を独断で
行うことはなく，党幹部，国対委員長，野党側と連絡を取りながら議事運営を進めることにな
る．だが，それでも野党側が審議を遅らせたい場合には，爆弾質問により政府を驚嘆させ議事
停止を図ることもある．重要法案の場合には委員会において与党側が強行採決することもある
が，それによらず法案を通すためには，野党の意見を部分的に受け入れ手直しをしたり，野党
の修正要求を見込んで原案に予め修正部分を盛り込むこともある．また，ログローリングも行
われる．さらには，野党の面子を立てるために付帯決議も行われる．だが，付帯決議により政
府が法案を修正することは希である．さらに野党は審議拒否を行う場合もあるが，与党多数の
場合には法案審議の結果は見えており，それは法案の実質審議をするよりも有権者への強いア
ピールとなる．
⑸⑺⑻における本会議では，質問は予め議院運営委員会を通じて議長に届けられており，
許可を得らなければならない．衆参両議院規則では，本会では同一議題について 3回を超える
質疑は禁じられ，時間も 1 人 15 分に制限されている．審議の過程は，予算に関しては衆議院
の優越があるが，一般の法案に関しては衆議院での成立を経て送付され，参議院で否決された
場合には，先のⅰ両院協議会を通じて両院での再議決，もしくはⅱ衆議院で出席者の 3分 2以
上の議決で決まる．審議において与党が数にものを言わせて強行採決することもあるが，本会
議での強行採決はいわば委員会での野党との様々な調整が失敗した結果であり，最終的な手段
である．だが，それでも野党は，関係閣僚に対する不信任案や関係委員長に対する解任決議を
出し，さらに牛歩戦術などで対抗するのである．よって，野党は如何に自分の面子を立てるか
に腐心し，与党もそれに如何にして答えるのかが 55 年体制における政党間競争の特徴でもあ
る．これらの特徴は現在でも残存している．だが，1993 年の自民党分裂は党内融和を基調と
した派閥政治を混乱させた．自民党から分裂した新生党は新進党へと変わり，さらに再分裂し
た．また，社会党も同時に退潮した．これらの結果として政党間の意見調整が困難になり，小
選挙区比例代表並立制の導入，世代交代も加わることにより，政党間競争の方法が大きく変化
したと考えられる．
2.2 政党の勢力
政党の勢力とは，日本では一般に議会における議席数や世論調査にみられる支持率などを示
すように考えられる．そもそも，この政党の勢力という言葉自体，日本では明確な定義なども
無く，ジャーナリズムの延長線上で用いられてきた感もある．このような文脈では，政党の勢
力の要因は議会での立法や市民に向けた啓蒙活動，および支持者拡大に他ならない．そこにお
いて最も重要なことは，議会での立法活動を一般市民に知らしめることであり，そのために重
要法案の成否に対して積極的に関与することである．この場合，政党の勢力は，これらの活動
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を通した有権者の支持と賛同を背景とした社会的影響力に他ならない．
だが，議会内における政党の基本的な勢力というものは議席数に端的に表される．したがっ
て，最終的に少数野党は採決に対して決定的な力を持ち得ないが，野党はその時点では少数議
席であっても，次の選挙での議席数増加を目指して議会内での活動を有権者にアピールするこ
とにより勢力＝議席拡大を目指す．このアピールの仕方が，強行採決における面子の立て方と
しての牛歩戦術，爆弾質問，審議拒否であり，有権者に対して少数野党であっても精力的に活
動している姿をメディアを通して示し，有権者の支持を得るのである．
しかし，議会内の議席数をそのまま勢力と見なすことにも問題がある．もしそうならば，少
数政党の勢力は皆無に近い．議席数は法案をコントロールする能力の源泉であり，それは審議
の採決で決定的な影響力をもつ．だが，政権与党は議会内で法案成立を目指すときには，多様
な交渉手段をもって影響力を行使する．その際，相手側野党からは何らかの条件を出されるこ
ともある．しかし，与党はその条件をのめなければ条件を拒否するのである．この状態は，与
党は野党に対して依存度が低いことを表している．この他者への影響を及ぼす度合いと依存度
の低さは表裏一体であり，交換ネットワーク理論では勢力は他者への影響力と依存度の両面か
ら検討されてきた．したがって，政党の勢力というものは，議会内での議席数と審議における
交渉能力，およびそこから醸成される世論の支持から成る．世論の支持も政党活動を活気付け
るが，しかしそれは議会での活動があってこそである．よって，本稿の分析では，勢力を議席
数を所与とした審議交渉能力に限定する．
2.3 議会における政党間競争
55 年体制の下では，自民党と社会党を中心とした野党との対抗関係として政党間競争が行
われてきた．自民党が絶対多数を誇り野党に対する依存度が低い場合には，重要法案に対して
強行採決も多くみられ，野党はそれに対抗して牛歩戦術などで対抗した．だが，1973 年の参
議院における与野党伯仲の状況は自民党の野党への依存度を高め，強行採決も減少して予算
案，法案を通すために野党の切り崩し，予算修正，法案修正などの妥協策が目立ってきた．自
民党は多数ではあるが，与野党伯仲の状況では各委員会の委員長ポストを全て自民党議員が占
めているわけではなく，法案を通すためにはより慎重にならざるを得ない．このような状況
で，政党間競争は法案の成否を巡り自民党対社会党の構図を中心に行われるが，与野党間の
ネットワークを用いて社会党幹部との妥協策も図られた．これは料亭政治という言葉に揶揄さ
れるように，インフォーマルな党幹部や国会対策委員同士の意見交換も重要視された．このよ
うな与野党伯仲の状況を経て，1980 年代の保守回帰で自民党政権は一旦は安定するが，1989
年の消費税などの攻防を経て，1993 年以降に日本の政党間競争は大きく変化する．
変化の 1つは，政党内部における政策的対立に起因する政党分裂である．無論，その背後に
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は様々な役職，特典の配分に関する権力闘争があることはいうまでも無い．55 年体制では
1959 年の民社党，1976 年の新自由クラブ，1977 年の社民連の結党があったものの，これらの
多くはイデオロギー対立に起因する．1993 年の自民党分裂，1996 年の新進党分裂によるさら
なる政党の細分化，2005 年の郵政解散選挙での自民党離党者，2009 年のみんなの党結成，民
主党の 2011 年の分裂では，政策的対立が主張されてきた．これらの状況を作り出した要因を，
55 年体制下の自民党と野党の対比で考えると，自民党においては最大派閥であった竹下派か
らの新生党分裂が象徴するように，党内融和の原則が崩壊したことであろう．野党側では，社
会党の退潮と，多様な政党からなる民主党の政策的支柱の欠如と派閥抗争が要因であろう．だ
が，自民党も野党の分裂も党から離脱する側が再選の可能性を高めるために仕掛けた権力闘争
の趣も強く，続く 2つめの変化と連動している．
2 つめの変化は，選挙や議会における政党の政策や法案に携わる態度の変化である．55 年体
制下では各党は綱領に則り，時局に応じた政策を主張し，議会での論争が繰り広げられた．も
ちろん重要法案が国会に提出されれば，その法案が中心的議題となり，これまでには「安保国
会」「住専国会」「郵政国会」などとして，会期中の一時はそれが中心的課題となり，与野党と
もにその法案の是非を主張した．しかし，2001 年の小泉政権あたりから主張が変化し，さら
に会期中で 1つの政策や法案に執着した主張をする傾向が強くなった．小泉政権では郵政民営
化が大きな議題として現れ，2005 年の両院本会議とそれに続く総選挙ではあたかもそれだけ
が争点のようになり，単純化された 1つの争点による選挙戦が繰り広げられた．さらに，みん
なの党や地域政党にみられるように，結党時だけでなく，継続的に 1つの政策に執着した改革
の主張がみられる．みんなの党は，公務員制度改革を通して政治改革を主張する．地域政党で
は，大阪維新の会が地方制度改革を通して政治改革を主張する．名古屋の減税日本は，名古屋
市の住民税 10％恒久減税を通して政治改革を主張する．このような争点の単純化や 1 つの政
策や法案への執着は，その政党にとっては重要な主張であり，他党よりもその政策への携わり
が一日の長あり，自負があるからこそ行われると考えられる．だが，その背後にはポピュリズ
ム政治の蔓延があり，これらの方法が有権者の支持を取り付けやすいとの政党の認識があるこ
とは想像に難くない．これら 2つの変化の背後には，政党によるポピュリズム政治の認識があ
ると考えられる．
2.4 政党間競争を分析する視座
このような日本政治の状況変化をみて川人は「こうした政党政治の動きをみると，政党は政
治状況にあわせて，その行動や政策を変化させ，結成したり合併したりしていることがわか
る」6)と論じており，政党行動の変化はもはや一般的認識である．したがって，本稿では 1993
年以降の顕著な変化としての政党による争点の単純化や 1つの政策や法案への執着，政党分裂
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の論理を明らかにしていきたい．
政党行動の分析はダウンズ 7)やブラック8)による委員会投票の分析を嚆矢として，その理論
的基礎が構築された．しかし，これらの研究は「投票」に焦点を当てたものであり，エネロ
ウ，ヒニチ9)らによる選挙空間理論によるモデルの精緻化を経て，プール10)により議会におけ
る政党の投票行動にまでその射程が拡大されてきた．これらの先行研究は「投票による決定」
に焦点を当てたものである．政党間競争における法案採決での「投票による決定」は，まさし
く競争の最終局面である．だが，それは基本的には政党の議席数により決定されてしまう．し
かし，法案採決には微力である小政党ではあっても，その勢力拡大を目指して活動する．本稿
で対象とするのは，そのような包括的競争である．空間理論のさらなる問題は，多次元政策空
間において均衡は殆ど存在しないことであり，プロット11)により均衡存在の条件は極めて厳
格であることが証明されている．さらに，マッケルビー12)とスコフィールド13)は均衡点が存
在しないもとでは，どのような結果も起こりうることが示されている14)これらの研究の過程
では，投票の影響力を指数化することも試みられ，シャプレー・シュービック指数，バンザフ
指数などが考案されてきた．
空間理論のアイディアを基に，議会における政党間競争の分析枠組みを提示したのがツェベ
リスである．ツェベリスは現状打破集合（winset）という概念を用いて，政策を変更する提案
（新たな政策の提示）に対して，賛否を表明するアクターを拒否権プレイヤーとしてユーク
リッド空間での無差別曲線上における政策選択による分析モデルを提示している．そのなかで
彼は，現状打破集合が自己強制的特性を持ち，現状より好まない結果を受け入れる選択をする
理性的プレイヤーは存在しないことより，政策変更に関わる均衡が存在することを保障してい
る15)．この拒否権プレイヤーは議会内の政党による法案の成否に関わる駆け引きを精緻に描
き出すが，それ以外の政党間競争を描き出すことまではその射程に入れていない．本稿の目的
は，1993 年以降に現れた政党間競争の新たな型である政党分裂，争点の単純化や 1 つの政策
や法案へ執着する論理を究明することである．よって，従来とは異なる視座をもつコールマ
ン16)の交換ネットワークモデルを用いる．交換ネットワークモデルは，古典的な交換理論に
ネットワーク分析を組み込むことにより，合理的選択理論の枠組みを備え，社会構造・社会過
程全体の説明を射程としている．さらに，多次元政策空間における政党間競争の結果として生
起する力関係の均衡を容易に示すことが可能である．
3 交換理論による政党間競争モデル
3.1 交 換 理 論
現代の交換理論の嚆矢は，ブラウ17)とホマンズ18)とされる．交換理論が対象とする交換と
は，一般的には財・サービスに対する代価などの経済的取引を除いた社会的交換に限定される
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場合が多いが，含める場合もある．議会内における政党間競争は社会的交換であり，そこでは
社会資源として第 1 に法案の成否，第 2 に有権者へのアピールが交換の対象となり，55 年体
制では与党の法案採決に対して如何にして野党の面子を立てるのかが主要な交換であった．社
会資源とは金銭，財貨を除いた知識，情報，技能，尊敬，威信，快適，名声，優越などであ
り，これらの交換により社会において勢力や権力が発生するのである．交換理論は日常生活場
面や小集団における相互行為過程のみならず，制度や社会構造を迂遠に支える相互行為として
にも焦点を当て，そこに見出される種々の社会過程を交換の観点から解釈し，社会過程間の相
互関連性を見出し，社会構造制度，集団，組織が生成，発展，消滅する過程を解明する19)．
だが，ホマンズとブラウの交換理論は，基本的には二者間の交換関係を対象としており20)，
この二者関係を超えて理論の一般化を試みたのがエマーソン21)であり，彼により交換理論と
社会ネットワーク分析が結合された．この研究の流れからミクロ過程に注目するホマンズの伝
統と，社会構造の構造的規則性を重視するブラウの伝統を併せもつ権力依存論が展開されてい
くことになる．また，同時期にコールマン22)により交換理論が演繹理論による数理モデルと
して構築され，マースデン23)らによりエマーソン24)のネットワーク分析の視点が導入され，
コールマン25)により権利の交換を基礎として，社会全体構造，社会過程全体を射程とした演
繹理論体系が構築されたのである26)．
本稿は交換ネットワークの観点から，政党間競争過程に現れる勢力を分析する．勢力は
POWERであり，権力も POWERである．だが，日本語では勢力と権力には微妙なニュアンス
の差がある．日本における交換理論および交換ネットワーク理論における先行研究では，交換
の結果生じる主体間の力関係の差を表すのに勢力と権力の両方が用いられている．よって，語
句の混乱を避けるために，議会における権力は議員，内閣の立法権限に限定し，政党間競争の
過程で生じる力関係を勢力として用いる．では，勢力をどのように捉えるべきであろうか．エ
マーソン27)は勢力を他者への依存度が低いこととし，コールマン28)は権力を意思決定の対象
事項の既決を左右する能力としている．これらは表裏一体である．交換ネットワークモデルで
は，その計算過程から依存度の低さと捉えた方が理解しやすいかもしれない．しかし，現実の
議会政治では他者への影響力と捉えた方が理解しやすい場面も多い．この交換理論の枠組みを
用いると，各政党は議会において各自が法案として成立を目指す政策を，他党の賛同を得て多
数派を形成して成立させたり，もしくは他党が反対して賛同を得られない場合には制裁を課す
という交換過程から形成される勢力を議会のなかにみることができる．この交換過程はコール
マンの考えに即せば自由交換市場であるから，自由な討論が認められている議会での法案形成
過程を巡る政党間競争を的確に再現できる演繹モデルを構築することが可能であり，競争過程
における政党行動の論理をモデルから解明できる．
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3.2 政党の制御能力
では，簡単な例からコールマンによるモデルの概要をみる．コールマンの交換理論に基づく
モデルは，1973 年の The Mathematics of Collective Actionに提示されてから幾分の修正はあ
るが，1990 年の The Foundations of Social Theoryにおいてもその基本は変わっていない．
このモデルは三隅29)，沢田30)，パピィ，ノーキ，ビソン31)らにより紹介され，その修正や応
用研究が試みられている．ここでは，彼らの議論を踏まえて，数学的な記述の理解を容易にす
るために詳細に記す．以下 3.5 項まで三隅による紹介を基に，舞台を議会としてモデルの基本
的構成を説明する．
ある議会で事案となっている 3 つの政策に関わる法案を Bi(i=1, 2, 3）とする
32)．議会で
の行為者，ここでは 5 つの政党を Pj(j=1, 2, 3, 4, 5）として，それらを A 党（P1），B 党
（P2），C党（P3），D党（P4），E党（P5）とする．政党 Pjは，これら 3つの法案の成否に対し
て利害関心を持っている．cijを Pjが Biに対して持つコントロール能力とする．コントロール
能力とは，政党 Pjが法案 Biの成否に対して持つ統制力である．cij≥0 であり，
∑


c=1 （1)
とする．つまり，ci1+ci2+ci3+ci4+ci5=1 であり，Biという法案に対して 5 つの政党のコン
トロール能力の総計が 1となるように仮定する33)．もし，Biが法案でなく，政党の名称変更な
どであれば，その政党が自由にできることであるから，その政党がコントロール能力 1 をも
つ．各政党の各法案に対するコントロール能力を行列で表すと次のようになる．
i
c c c c c
c c c c c
c c c c c

＝C
3.3 政党の法案に対する関心
政党 Pjの法案 Biに対する利害関心を yjiとする．ここで−1≤y≤−1 である．このとき yji
の絶対値は法案への利害関心の強度を表すことになり，式⑵で表される．
（2)∑


y=∑


x
さらに
∑


x=1 （3)
つまり，xj1+xj2+xj3=1 として，3 つの法案に対する利害関心の総計が 1 となるように仮
定する34)．このとき，政党の利害関心を行列で表示すると次のようになる．
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j
x x x
x x x
x x x
x x x
x x x


＝X
コールマンのモデルにおいて，各政党は自身で自由に処分できる各法案に対する 1組のコン
トロール能力を議会に持ち寄るコントロール能力の供給者である．各政党は各法案に対するコ
ントロール能力を自身の利害関心に応じて，他党とコントロール能力を交換して効用最大化を
図るのである．
与党は自らが早期成立を望む法案のために，野党に対しては他法案の修正に応じたり，もし
強行採決するならば野党の面子も立てるのである．このようにして，各政党は各法案に対して
持つコントロール能力を交換し合うのである．
3.4 議会における政党間競争の定義
では，各政党の各法案に対するコントロール能力と利害関心を定義したところで，各政党が
如何なる行動を採るのかを，モデルに沿って解釈する．コールマンのモデルは自由な交換が基
礎にある．議会は自由な討議による意見交換の場であるから，モデルの基本的仮定は適当であ
る．まず，法案 Biの当初の価値を viとする．viは議会内において，各政党が当初認識してい
る法案の重要度である．viは政党間の交渉，つまり交換により変化して均衡に達する．よっ
て，政党 Pjが法案 Biに対して持つコントロール能力の価値総量，つまり交換のための供給量
は vicijとなる．勢力とは所与の価値の下での政党 Pjの全法案に対する供給量であり，政党 Pj
の勢力 rjは次の式のように表される．
（4)r =∑


vc
この所与の価値 viの下で，政党 Pjの法案 Biに対するコントロール能力の供給量は vicijであ
る．したがって，全政党の法案 Biに対する総供給量を Siとすると，Siは次の式（5）となる．
（5)S=∑


vc=v
政党 Piは自身が供給するコントロール能力の価値総量 r =∑


v c以上のコントロール能力
を他党との交換によって獲得することはできない．よって，各政党は全ての法案に対するコン
トロール能力の供給量 rjに等しい価値総量を利害関心にしたがって，各法案に比例配分するこ
とになるか，もしくは一番重視する法案に全ての価値総量を配分することになる．ただし，コ
ールマンは，行為者は各利害関心に対して比例配分すると仮定している35)．各政党にとって，
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コントロール能力の需要量を決めることは，所与の価値 viの下で決定される勢力を如何に効
率的に配分するかという問題と同じである．以上のことから，所与の価値の下での政党 Pjの
法案 Biに対するコントロール能力の需要量は xjirjと表される．
全ての政党についての総需要量の総和をとると，法案 Biに対する総需要量 Diは次の式（6）
で表される．
（6)D=∑


xr =∑


x∑


vc
政策 Biの価値 viは，政策 Biに対するコントロール能力の総供給量 Siと総需要量 Diの比率に
より変化するから，viを時間 tで微分することにより，その変化を求めることができる．
（7)
dv
dt =k(D−S)
ここで，kは均衡に到る速度に係わる定数項である．したがって，
dv
dt =0のときに，総需
要量と総供給量が等しくなり，各法案の価値が均衡の状態になる．
3.5 均衡における政党の勢力
価値 viが均衡に到るのは式（7）が 0 になることであり，Di=Siのときに均衡となる．した
がって，式（5）と式（6）より，
（8)v=∑


x∑


v c=∑


v∑


c x
となる．
さらに式（4）r =∑


vcと式（8）v=∑


x∑


vcから，
（9)v=∑


r x
となる．（9）を再度，式（4）に代入することにより，
（10)r =∑


r ∑


xc
となる．この式（10）を行列の形式で表すと式（11）となる．
R=RXC （11)
式（11）を展開して表すと次のようになる．
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(r r r r r)=(r r r r r)
x x x
x x x
x x x
x x x
x x x
c c c c cc c c c cc c c c c
=(r r r r r)
∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc
∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc
∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc
∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc
∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc

この式（11）の，R=(r r r r r)は，XCの固有値λ=1 のときのXCの固有ベクトルであ
る．したがって，これは単純な行列の固有値問題に還元され，この固有値問題の解こそ viが
均衡の下での勢力となる．ただし，XCの行和はすべて 1である．つまり，
∑


xc+∑


xc+∑


xc+∑


xc+∑


xc=∑


∑


xc=1
となっている．よって，コールマンは∑


r =1という制約条件を付加する．したがって，あ
とはR=RXCを rjについて解けばよいことになる．式（11）を変形すれば，
RXC−R=0
R(XC−I)=0 （12)
となり，展開すると以下になる．
(r r r r r)
∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc
∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc
∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc
∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc
∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc ∑


xc
−1 0 0 0 00 1 0 0 00 0 1 0 00 0 0 1 00 0 0 0 1=0
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この式（12）をRについて解けばよいが，解法はいくつかある．まず，XC−Iが逆行列を持
つ場合には，そのまま行列を連立方程式として解けばよい．もし，逆行列を持たない場合は，
反復法による解法もある．さらに，三隅36)が示すように，この式から 5 つの連立方程式を作
り，制約式 r1+r2+r3+r4+r5=1 を加えて，代入・消去法により解くこともできる．この場
合は，5 つの式のうち 1つを除去することになる．代入・消去法の場合は，XC=Gを，
（13)G=
g g g g g
g g g g g
g g g g g
g g g g g
g g g g g

として，式（12）から連立方程式をつくると，
（14)r(g−1)+rg+rg+rg+rg=0
（15)rg+r(g−1)+rg+rg+rg=0
（16)rg+rg+r(g−1)+rg+rg=0
（17)rg+rg+rg+r(g−1)+rg=0
（18)rg+rg+rg+rg+r(g−1)=0
これに，制約式
（19)r+r+r+r+r=1
を加えて，rjについて解けばよい．ただし，式（14）から式（18）の 5 つの連立方程式では，
gkjが従属関係にあるために，どれか 1 つを取捨して，式（19）を加えた 5 つの式から rjを求
めることになる37)．これがコールマンの基本的なモデルである．
3.6 勢力拡大のための戦術
では，コールマンの基本的なモデルから，勢力拡大の戦術を考えてみる．各政党の勢力 rjを
決める要因は，これまでのモデルの説明から基本的には，xjiと cijであると考えられる．では，
各政党は xjiと cijをいかに操作して，議会内で勢力を拡大することができるのであろうか．
R(XC−I)=0を考えると，R=(r r r r r)を決定する要因はXC=Gであると予想される．た
だし，各政党の勢力 rjは自身のコントロール能力と利害関心だけで決定されるのではなくて，
行列の演算過程からも理解できるように，他党のコントロール能力と利害関心の分布にも依存
する．しかし，現実の議会をみるならば議席数は所与であり，それによりコントロール能力は
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ほぼ決定する．二大政党制や一党優位政党制で，与党が過半数の議席を占めている状況では，
与党と野党のコントロール能力には絶対的な差が存在する．このような状況では，野党はコン
トロール能力を配分する余地は殆ど無いに等しい．よって，野党は議会内で他党との連携など
する以外には，自身の利害関心を各法案に如何に配分するのかが勢力拡大の方法として考えら
れる．
政党は複数ある政策に対して，どのように利害関心を配分することが勢力拡大に繫がるので
あろうか．まず，前節の式（13）の行列XCの各成分g=∑


xcの意味を明確にしておく．xji
は法案に対する利害関心であり，そこには政党間の利害関係があり∑


x=1となっている．cij
は法案に対するコントロール能力であり，∑


c=1となっている．よって，この行列の非対角
要素は，ある政党の利害関心が全体としてどの程度他党のコントロール能力による統制下に置
かれているのかを表している38)．対角要素（k=j）は，自分自身がもつ利害関心に対するコン
トロール能力である．したがって，各政党は，この対角要素（k=j）を最大化することが，議
会内での究極の目的となり，それにより勢力を最大化させることが合理的行動になる．基本的
に cijは議会内の議席数でほぼ決定されるものであり，政党自身で自由に変化させることは不
可能である．だが，政党は利害関心 xjiの配分方法によりXCを変化させることは可能である．
では，政党は利害関心を如何に配分することで，自身の勢力を最も拡大させることができる
のかを簡単な例から考察する．ここでは，議会を単純化し，2 つの A 党（P1）と B 党（P2）
からなるとして，A党の勢力拡大方法について考えてみる．コントロール能力と利害関心の行
列は以下のようになる．
X= jx xx x

C=ic cc c

A党（P1）の利害関心は（x11x12）の行ベクトルであり，コントロール能力は（c11c21）の列
ベクトルである．よって，その積を
（20)f (x)=xc+xc
とする．この式（20）は A党の利害関心が A党自身のコントロール下に置かれている割合
である．ちなみに，x11c12+x12c22は A党の利害関心が B党のコントロール下に置かれている
割合である．
したがって，式（20）の最大化を非負条件 xji≥0，cij≥0 かつ∑


x=1の下で求めればよい
ことになる．これは，一見すると線形計画法で解けるようにみえるが，制約条件が無いに等し
い．民主的な議会制度において，政党がいかなる政策に対して，どのように関心を注ぐのかは
政党の完全な自由であるから，制約条件が無いに等しいことは当然である．
では，式（20）の最大値max

f (x)を x11+x12=1 かつ，x11≥0，x12≥0，c11≥0，c21≥0 の
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条件の下で求めることになる．ここで，
xc+xc=0
つまり
（21)x=−
c
c
x
として，幾何的に図示すると図-1 になる．c11=c21のときは，x11c11+x12c21=0 は x11+x12=1
に平行であり（i）のようになるから，制約のなかで考えると，x11と x12は図-1 の線分 pq上
の全ての組み合わせとなる．c11＜ c21のときは，x11c11+x12c21=0 は図-1 の（ii）のような傾
きとなり，x11軸の下側の点 mで x11+x12=1 と交差する．よって，交差する点 mの座標で
x12は負であり，x11は正であるから，x11+x12=1 と x12≥0 の制約から x12=0，x11=1 で
max

f (x)となる．c11>c21のときは，x11c11+x12c21=0 は図中の（iii）のような傾きとなり，
x12軸の左側の点 nで x11+x12=1 と交差する．よって，交差する点 nの座標で x12は正であ
り，x11は負であるから，x11+x12=1 と x11≥0 の制約から x12=1，x11=0 でmax

f (x)とな
る．
max

f (x)の具体的意味は，cijの大小関係を考えれば簡単である．もし，A党の ci1が全て
均一であるならば，つまり複数の法案に対して A党自身のコントロール能力が全て均一であ
るならば，A党は利害関心 x1iを各法案にどのように配分してもf (x)は変化せず一定であり，
それが最大値である．また，複数の法案でコントロール能力が同列一位の法案が複数が存在す
ると，A党はそのコントロール能力の等しい法案に対しては如何なる利害関心の配分も可能で
ある．ただし，コントロール能力間に大小関係が存在するときにmax

f (x)とするためには，
コントロール能力が最も高い法案に全ての利害関心を集中させなくてはmax

f (x)にならない
のである．
最もコントロール能力の高い法案に利害関心を集中させることが，政党の勢力を拡大させる
ことになる．しかし，これはコールマンの比例配分の原則に反する．もし，利害関心を必ず比
例配分するならば，コールマンの理論は合理的選択理論の枠組みを持ちながら，行為者が完全
な合理的行動を採れない場合があることを示す．しかし，現実の議会や社会に沿って交換を考
えるならば，市民や政党の行動においても，完全に何か 1つに自身の利害関心を集中させるこ
とは不可能である．利害関心を 1つに集中することは，合理性以前に，社会的規範からの逸脱
を招く．政党は山積する政策課題で，1 つの法案を除いて，他の法案を無視することはあり得
ない．完全に 1つのことに利害関心を集中させるということは，議会内で他の政策課題や法案
の審議，協議を拒否することであり，その後の新たな交換過程に負の影響を及ぼすことにな
る．したがって，政党はコントロール能力の低い政策に関しては，限りなくその利害関心を小
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さくし，コントロール能力の大きい政策に利害関心を注ぐことが合理的行動となる．コールマ
ンの 1990 年の理論39)では，権利の交換過程で規範ができることを示唆している．本稿のモデ
ルのなかでも，cijに議会の規範や次回選挙での得票なども含めれば，それら事象の利害関心の
値が 0になることはなく，行為者が利害関心を比例配分することが合理的になる．
次に，政党が利害関心 xijを変化させることにより，勢力 rjを拡大させることができること
を確認しておく．同じく，2 つの政党 A党（P1）と B党（P2）からなる議会における法案 B1
と B2の交換過程で，A党（P1）が r1を大きくするメカニズムを検証する．
式（12）から
(r r)x xx x
c c
c c−
1 0
0 1=0
(r r)xc+xc−1 xc+xcxc+xc xc+xc−1=0 （22)
のようになる．式（22）を展開すると式（23）（24）となる．
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図-1 A党の利害関心配分の戦術
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1
－1
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q
m
 (i)
 (ii)
 (iii)
x12
x11c11＋x12c21＝1
x11
（23)r(xc+xc−1)+r(xc+xc)=0
（24)r(xc+xc)+r(xc+xc−1)=0
（25)r+r=1
したがって，r1と r2を求めるには，式（23）と式（24）のどちらかと，式（25）による連立
方程式を解くことになる．ここでは式（23）と式（25）を用いて解く．式（23）で x11c11
+x12c21−1=α，x21c11+x22c21=βとする．
（26)r=−
α
β r
ここで
−1<α<0
である．この状況で，A党のコントロール能力が c11≥c12のときに x11と x12を如何にすればよ
いのかを考える．これを幾何的に図示すると図-2 になる．図-2 をみれば，r1を大きくするた
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図-2 A党の勢力拡大の戦術
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めには，式（26）の傾きが緩やかになればよい．よって，αが小さくなるかβが大きくなれば
よい．αにおいて x11を大きくすれば x11c11+x12c21は大きくなるが，x11c11+x12c21−1 は小さ
くなるので，αは小さくなる．βには B党の利害関心 x21，x22しか含まれていないので，βは
変化しない．よってr=
α
β rの傾きは緩やかになり，r1は大きい値を採ることになる．逆（c11
≤c12）もしかりである．よって，政党 Aが弱小政党であったとしても，XCの対角成分を大き
くすることにより，勢力 rjを拡大させることは可能である．
4 交換ネットワーク
4.1 政党のネットワーク
前節の政党間競争では，全ての政党間で交換が行われているから，全ての政党が互いにネッ
トワークで繫がっており，法案の審議などに対してフォーマル，インフォーマルにも意見交換
できる状況を示している．本節では，この自由な意見交換が，ある 1 つの政党では部分的に，
または完全に分断されている状況を想定して，政党間競争をモデル化してみる．政党のネット
ワークとは，ここでは，あくまでも政党の議会内における政策・法案などに関わるフォーマ
ル，インフォーマルにわたる審議や交渉の活動であり，連立政権などの形態も含めた政党間の
繫がりとする．
前節で紹介したコールマンの基本的な交換理論モデルでは，政党の勢力を創出するコントロ
ール能力 cijの分布が所与である．そもそも，現実に行動主体のコントロール能力の分布は所
与であり，それは個々の主体の属性でほぼ決定されている40)．議会内では，コントロール能
力を形成する要素の第 1は政党の所属議員数であり，第 2が所属議員のキャリア，第 3が各委
員会における所属議員の数，委員長ポストの数などとなるであろう．しかし，勢力 rjは議員の
属性や政党のコントロール能力，法案に対する利害関心の配分だけで決定されるものではな
い．これまでのモデルの演算過程から理解されるように，自身の利害関心の一部も他党の制御
下に置かれて，他党の影響を常に受けている．この状況は，他党との繫がり，ネットワークの
存在によりもたらされる．
では，ネットワークの影響を確認するために最低限必要な 3 つの政党，A 党（P1）B 党
（P2）C党（P3）と，3 つの法案 B1B2B3の利害関心とコントロール能力の行列を考えてみる
41)．
XとCは次のように表される．
X=
x x x
x x x
x x x C=
c c c
c c c
c c c
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XC=
xc+xc+xc xc+xc+xc xc+xc+xc
xc+xc+xc xc+xc+xc xc+xc+xc
xc+xc+xc xc+xc+xc xc+xc+xc （27)
XCにおいて，A党自身のコントロール能力の統制下にある各法案に対する利害（対角成分）
は，A党のコントロール能力と関心によってのみ決定される．これは B党 C党も同じである．
A党の非対角成分において他党との関係は xjiと cijの比率だけであり，そこから最終的に勢力
が導出される．したがって，コールマンのモデルは利害関心とコントロール能力の差を前提と
している．これは，議会内の政党間競争をモデル化する上でなんら不都合を生じさせるもので
はない．
だが，議会内での政党間競争は，政党の有するコントロール能力と政策関心だけで決定され
るものではない．政党は与野党ともに勢力拡大を目指して，法案によっては連携することもあ
る．また，その逆に 1つの政党であっても，政策に対する考え方の相違から分裂して，一方が
他党と合併したり，新党を結成したりする場合もある．このような状況は，政党間のネットワ
ークの変化と捉えることができる．コールマンの交換モデルにネットワーク分析の視座を導入
したのが，弟子のマースデンである42)．本節では，このマースデンの基本的モデルを紹介し
ている三隅43)のモデルに沿って，ネットワークの視座を導入する．
4.2 ネットワークによる制約
前項の式（27）のXCの成分をg=∑


xcとする．ただし，∑


g=1とする．ここで kと jは
政党を示し，iは法案を示す添え字である．これらの意味は，前節で論じたように，k=jのと
きは対角成分であり，政党 k=jの各法案に対する利害がどれだけ自身のコントロール能力の
統制下にあるのかを表している．
ネットワークを表す隣接行列をAとする．
（28)A=
a a a
a a a
a a a
ここで，
a
1：k≠ jであり, kと jの間で交換が可能なとき
0：k≠ jであり, kと jの間で交換が不可能なとき
1：k＝ jであるとき
となるような政党間のネットワークを決定する行列を作成する．
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前節のようにXC=G'として，その成分をg=
a g
g
として，ネットワークを導入する．
これがマースデンの基本的なモデルである．
まず，ネットワークの制約が無く，つまり全ての政党がネットワークで繫がっている状況を
考えると，このときAの要素は全て 1 となり，g=gである．このとき各政党の勢力は，式
（12）（27）をもとにして，r(g−1)+rg+rg=0，rg+rg+r(g−1)=0，r+r+r
=1から求めると，以下のように求まる44)．
r=
g+gg−gg
(g−g)(1−g−g)−(1−g−g)(−1−g−g)
r=
1−g−gg−g+gg
(g−g)(1−g−g)−(1−g−g)(−1−g−g)
r=
g(1−g+g)+(1−g)(g−g)
(g−g)(1−g−g)−(1−g−g)(−1−g−g)
では，次にネットワークに制約を付けてみる．ここでは 2つのケースを考えてみる．ケース
1は，A党と C党がネットワークで繫がり，B党はいずれの政党とも繫がっていない状況であ
る．ケース 2 は，A党と C党が繫がり，C党は B党と繫がっている場合である．このとき A
党と B党は直接には繫がっていない．
ケース 1で各党の勢力を求めると，
(r r r)
g−1 0 g
0 g−1 0
g 0 g−1=0
となり，これを r1+r2+r3=1 とともに解けばよい．
（29)r(g−1)+rg=0
（30)r(g−1)=0
（31)rg+r(g−1)=0
（32)r+r+r=0
よって，式（29) (30) (31）のなかから 1 つ取捨して，式（32）を加えて解けばよい．しか
し，用いる式により解が異なり，次のようになる．
式（29) (30) (32）では，
（33)(r r r)= g1−g+g 0 1−g1−g+g 
式（30) (31) (32）では，
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(r r r)= 1−g1+g−g 0 g1+g−g 
となる45)．
しかし，式（29) (31) (32）では
(r r r)=(0 1 0)
となる．
式（29) (30) (32）と式（30) (31) (32）では，2 番目の式に（g22−1）が入ることにより，
g21+g22+g23=1 という前提から r2=0 となる．しかし，式（29) (31) (32）では，式（30）が
無いので，g21+g22+g23=1 という前提が無い．さらに，式（29) (31）で r1，r3は一次独立と
なることから，r1=0，r3=0 となり，r2=1 となる．
ネットワークから外れた政党 Bの勢力が 0 になることは，次のように考えられる．政党 B
のコントロール能力が他の全ての政党に対して相対的に小さいならば，ネットワークから除外
されることは，法案に係る交渉や審議から外されるか，審議拒否のように自ら外れる状況であ
る．また，B党のコントロール能力が他の政党に対して相対的に大きいならば，ネットワーク
を自ら断ち切ることにより，他党との議論をしないで法案の強行採決を行う状況である．ただ
し，c.1>c.2≥c.3の条件があるならば，B党が自らネットワークを断ち切ることはない．
ケース 2で，各党の勢力を求めると次のようになる．
（34)(r r r)
g−1 0 g
0 g−1 g
g g g−1=0
（35)r(g−1)+rg=0
（36)r(g−1)+rg=0
（37)rg+rg+r(g−1)=0
（38)r+r+r=1
式（35) (36) (38）を用いた場合

r=
g−gg
(g−1)(1−g+g)−(1−g)g
r=
(−1+g)g
(g−1)(1−g+g)−(1−g)g
r=
(−1+g)(−1+g)
(g−1)(1−g+g)−(1−g)g

となる．この場合，B党がネットワークに繫がっていないケース 1の式（33）の勢力と比較す
ると，明らかに B党はケース 2 の方で勢力が大きいことが分かる．よって，c.1>c.2≥c.3なら
ば，政党 Bは孤立するよりも必然的に他党との繫がりを保つのである．
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これまでの結果は，議会政治において重要な意味を持つであろう．議会とは政党，院内会
派，議員による自由な議論から成立するものである．政党も議会制民主主義の下で，自由主義
の原則から発達してきたものである．したがって，現実の側面として，議会において審議拒否
や他党との協議を行わないことが民主主義の原則に適うか否かは別として，それも 1つの戦術
である．だが，自由な議論が建前としてあり，もう一方で政党の議会内での協議の在り方も自
由であるとするならば，交換ネットワークモデルによるこの例のように，ネットワークから除
外された政党は議会内での勢力を喪失してしまうのである．よって，ここに議会における討論
の自由を再考する必要があり，現実の法案審議過程での協議や審議拒否が，本来あるべき議会
の機能を麻痺させることを示している．
4.3 政党の分裂
では，政党分裂を交換ネットワークモデルを用いて，そのメカニズムを詳細に検証してみた
い．政党分裂や，議員の政党間移動を対象とした研究の蓄積は多い．1993 年の自民党分裂を
対象としたものだけでも河野46)，コックスとローゼンブルース47)，大嶽48)，伊藤49)，加藤50)，
リードとシャイナー51)，待鳥52)，建林53)，山本54)がある．これらの先行研究は個人の属性に
焦点を当てた分析であり，派閥の意向，個人の当選回数が主要因として析出されている．本節
では，交換ネットワークモデルを用いて，分裂によるネットワーク変化がもたらす政党勢力変
化の観点から，政党が分裂する意味を考えてみる．
政党が分裂する場合は，3 つのケースが想定される．ケース 1は分裂して新たな政党として
結党する場合．ケース 2は分裂して既成政党に合流する場合．ケース 3は分裂した議員が無所
属となる場合である．いずれのケースにしろ，これまでの先行研究では，党内に留まることに
よる利益配分の減少55)，再選，昇進，政策志向性の追求56)がその主要因とされている．これ
らの研究は，基本的に分裂までの時点のデータを用いた仮説検定による合理的推論として説得
力を持つ．だが，後追いの感もある．分裂後の政党や離党した議員の消息は，彼らの合理性を
裏切っている場合も多く見られる．したがって，再選可能性や昇進などの中長期的な目標は実
現し難い．しかし，離党，分裂した議員の目標が再選可能性，昇進，政策志向性に関わること
は正しいように思われる．よってここでは，それらの目的が実現できないにせよ，政党は離党
や分裂することにより，一時的にでも勢力を高めることが可能か否かを検証する．
前節と同様に 3 つの政党，A党，B党，C党が存在するが，当初は A党と B党は同一の政
党内の派閥とする．また，3 つの法案が存在する議会の状況を想定する．3 政党の政策に対す
る当初のコントロール能力は，
c>c>c
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とする．また，A党と B党が当初同一であるから，r1=r2>r3とする．
ネットワークが完全に繫がっている場合のXCは，
B B B A党 B党 C党
X=
A党
B党
C党
x x x
x x x
x x x C=
B
B
B
c c c
c c c
c c c
となっている．
分裂直前の法案に対する利害関心は，A党と B党は同一政党であるから
x+x+x=1
  
x+x+x=1
x+x+x=1
ただし，x>x>xx>x>xx⋚x⋚xとする．
法案に対するコントロール能力は
c+c+c=1
c+c+c=1
c+c+c=1
ただし，c≥c>c
c≥c>c
c≥c>cとする．
では，このような状況で，B党は再選可能性や昇進可能性を高めるために法案などに関して
政策志向の不一致を理由として分裂するとする．分裂の原因が政策志向性の不一致であるとし
ても，また再選可能性，昇進可能性であるとしても，B党はそれまでは A党の利害関心の順
序と同じく x21>x22>x23であるが，分裂の意思を固めた後には，x23>x21>x22になっている
とする．このとき，B党の各法案に対する当初のコントロール能力 c12，c22，c32にも変化があ
ると考えられる．B党が分裂の理由を政策の不一致として，分裂前と異なる法案を強く主張す
るのであれば，理由はその法案の取り組みに一日の長がありコントロール能力が高いからであ
る．よって，c12，c22，c32に新たな大小関係が形成され，それは利害関心と連動して c32>c12
≥c22になると予想される．よって，分裂の意思を固めた後で分裂直前の B党は，意思に反し
て A党と同じ利害関心を装っているのであるから，勢力は低下している．なぜならば，もっ
ともコントロール能力の高い x23に利害関心を集中させていないからである．そして，分裂し
たら，コントロール能力は大きく変化するから，次のようになるとする．
A党 B党 C党
B c>c≥c
B c>c≥c
B c>c≥c
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このような状況で，B党は如何なる行動をとれば良いのであろうか．ネットワークにおい
て，B党は分裂してどの政党ともネットワークで繫がっていないと，勢力は 0 になる．よっ
て，B党は必然的に何れかの政党と繫がりを持たなければならない．ここでは，B党は C党と
繫がりをもつとする．これにより，勢力 0は回避できる．しかし，さらに勢力を拡大させる方
法もある．前節でみた利害関心の配分である．
分裂直前のXC=Gを考えると，B党の各政策に対する利害が自身のコントロール能力の統
制下にあるのは，Gの対角成分であり，
xc+xc+xc
である．B党の c.2の大きさは，分裂前よりも変化して c32>c12≥c22と予想されるから，前説
にしたがえば x2.の配分を変化させ，最もコントロール能力の高い c32の X23に利害関心を集中
させることが，B党の勢力拡大の方法である．
よって，f(x2.)=x21c12+x22c22+x23c32を最大化させるように x2.の大きさを決定すればよ
い．ここでは，B党の c.2の大きさが，分裂前から変化した c32>c12≥c22の状況を検証すれば
よいが，一般化のために他の状況も考慮すると，3 次元政策空間であるから基本的に法案への
利害関心に合わせて 3 パターンが考えれられる．図-3 は政党 Bの f(x2.)による 3 次元政策空
間である．このとき c12c22c32を通る平面を abcとする．x21+x22+x23=1 と c.2の大小関係の 2
つの制約の中で f(x2.)を最大化させればよい．
まず，c12>c22≥c32の場合である．これをケース 1 とする．次いで，c22>c12≥c32の場合で
ある．これをケース 2 とする．最後に，c32>c12≥c22の場合である．これがケース 3 であり，
本項の主題である．
このときケース 1 では，平面 abcが x21軸の下側で，x21が 1 より大きい位置で平面 x21x22
x23と交差する．ケース 2では，平面 abcが x22軸の下側で，x22が 1 より大きい位置で平面 x21
x22x23と交差する．図-3 ケース 3では，平面 abcが x23軸の下側で，x23が 1 より大きい位置で
平面 x21x22x23と交差する．
したがって，ケース 1 では x21軸の下で平面 abcと交差するから，x21=1，x22=x23=0 で f
(x2.)は最大値となる．ケース 2 では x22軸の下で平面 abcと交差するから，x22=1，x21=x23
=0 で f(x2.)は最大値となる．ケース 3 では x23軸の下で平面 abcと交差するから，x23=1，
x21=x22=0 で f(x2.)は最大値となる．
B党は A党と一緒にいるうちは関心を一致させている．しかし，分裂の原因が政策関心の
不一致であるならば，B党は分裂後にコントロール能力が大きく後退することになり，ネット
ワークから除外されれば，勢力は 0になる．よって，C党とネットワークで繫がることにより
勢力はゼロで無くなるが，それでも B党の勢力は小さい．そのとき B党は，図-3 の x21+x22
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+x23=1 の平面と原点の内部に位置することになり，f(x2.)は最大値をとらない．よって分裂
した政党は，その前後で法案に対する利害関心を異ならせており，多くの場合コントロール能
力も低下しているが，他党とのネットワークを形成し，自身が最もコントロール能力の高い法
案に利害関心を集中させることにより勢力を拡大させることが可能になるのである．
以上の論理を現実の政党分裂に当てはめてみるならば，次のように考えられる．少なくとも
A党と B党が 1つの政党として存在してはいるが，実態は内部分裂の状況にあり，B党の構成
員が議会において何の役職，特典，恩恵に与れない状況に置かれ，自身の関心も無くコントロ
ール能力も無い法案に対してプライオリティを高くするよりは，分裂して小政党に陥落しても
他の小政党とネットワークを結び連携した方が，一時的ではあるにせよ勢力拡大をもたらすの
である．ただし，それは他党のコントロール能力と利害関心が，分裂前後で同じという条件が
必要である．これらの条件が変化すれば，他党とのネットワークを構築しても勢力拡大は保証
されない．他党が条件を変化させれば，勢力は一変する可能性があり不安定な状況になる．だ
からこそ，政党は他党が諸条件を変化させる時間を短くして，全てをリセットして議席拡大の
機会がある選挙直前に分裂する方が合理的なことになる．
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図-3 B党の 3次元政策空間における勢力拡大の方法
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5 お わ り に
本稿では，交換ネットワークモデルから議会における政党間競争の論理を分析した．特に，
1993 年の 55 年体制崩壊後にみられるようになった，競争の一側面としての争点の単純化，1
つの政策や法案への執着，および政党の分裂に関する政党の行動論理を検証した．
第 1に，政党による争点の単純化，1 つの政策や法案へ執着する論理構造は，以下のように
なる．政党が争点を単純化させたり，1 つの政策や法案へ執着することは，ポピュリズムを背
景とした有権者動員の手段とみられる側面が大きかった．だが，モデルから導出された結果を
みると，議会内では自身が最もコントロール能力を持つ法案に対して，利害関心を集中させる
ことが政党の勢力拡大をもたらすのである．したがって，2005 年の小泉政権における郵政民
営化一色になった議会や，結成時に一貫して公務員制度改革を主張したみんなの党，地方政党
では，議会において殆どの政策を大阪都構想に関連させる橋下知事，同様に住民税 10％減税
を全ての政策的基礎とする河村名古屋市長の手法も合理的であったのである．もし，政党が 1
つの争点や法案に対して利害関心を完全に集中させることが最も勢力拡大をもたらすならば，
一見するとコールマンの利害関心の比例配分を原則としたモデルでは，政党は合理的行動を採
れないことになる．しかし，コールマンは交換により規範が既に存在しているとする．規範は
当然，政党が議会で遵守すると同時に，有権者に対するアピールを政党に保持させることにも
なる．したがって，完全に 1つの争点，法案に利害関心を集中させなくとも，政党の合理性は
保たれる．
第 2に，政党分裂の論理構造は以下のようになる．政党の派閥は，政策や法案に対する主張
が他派閥と異なるときに無理して党内に留まるよりも，分裂して他党とのネットワークを築い
た方が，一時的ではあるが勢力は拡大する．しかし，分裂した相手側よりも議席数が多くなる
ネットワークを築かなければ，決して元の政党のときの勢力よりは大きくならないのである．
このようなことが論理的に導出されることから，現実の政党が多くの場合，なぜ選挙直前に分
裂するのかが理解できる．それは分裂して他党とネットワークを築いて一時的には勢力を拡大
するが，他党の対応次第では勢力の弱体化は免れない．勢力弱体化は有権者に対しても負の効
果しかない．よって，分裂した後で脆弱なネットワークしか持てない時間を最小化するために
選挙直前に分裂することによりリスクを最小化して，今度は全てをリセットできる可能性のあ
る選挙を競争の舞台として，争点の単純化，1 つの争点や法案に執着して勢力拡大を目指すの
である．
本稿では，コールマンによる交換ネットワークモデルの最も基礎的な部分を用いた．政治過
程の研究対象にも多くの適用が可能と考えられる．しかし，このモデルに対する様々な批判も
展開されている．社会科学において自然科学と同様の理論体系構築が可能か否かは別として，
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太郎丸57)が論じるように，批判はコールマンのモデルを社会理論の基礎と認識して，今後の
研究者が解決していく課題である．
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